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環境基本法の政策手法を用いた環境配慮型経済
システムの実現可能性
信　澤　由　之
　地球温暖化など地球規模での環境破壊が進む中で、日本の環境政策の基幹法となる環境基本法が
施行された。環境基本法には、国と地方公共団体が実施すべき施策（第21条～第31条、第36条）に
ついて掲げられている。環境分野の基幹法である環境基本法の施策がどのような政策手法を用いて
いて、それらを実施することで、環境配慮型経済システムの実現可能性を考える必要がある。
　環境基本法では、従来型の公害問題に用いられた規制の他に、国が講ずる環境の保全のためのさ
まざまな施策が掲げられている。その施策を政策手法で分類してみると、規制的手法の他に6つの
手法を用いていた。そこで、これら7つの政策手法を活用して環境破壊型経済システムから脱却し、
環境配慮型経済システムへの転換が図れるか考察した。これらの政策手法を総合的に用いることで、
規制や経済的手法による経済システムの変革を可能にし、減税・補助金・技術支援を用いることで
環境技術の開発をもたらし、支援・奨励・情報的手法を用いることで環境技術が普及することが期
待できる。その結果、自然環境に不要物の排出を回避することが効率的になり、環境汚染型経済シ
ステムから環境配慮型経済システムへの転換が図られる可能性があるという結論に至った。
keywords：環境基本法・政策手法・規制的手法・経済的手法・環境配慮型経済システム
ジルのリオ・デ・ジャネイロで「環境と開発に関
する国際連合会議（通称：地球サミット）」を開
催し、持続可能な開発に向けた新たな地球規模の
枠組みとして「環境と開発に関するリオ宣言（略
称：リオ宣言）」と、そのリオ宣言を受けて地球
環境保全のための具体的な行動計画と資金協力を
定めた「アジェンダ 21」などが採択された。
このことを受けて、図 1 に示すように、1993
年に公害対策基本法（1967 年施行）と自然環境
保全法（1972 年制定）の流れを受けて、環境基
本法と自然環境保全法を改正し、地球環境問題を
中心とする基幹法へ変更となった。2000 年代に
入ると、循環型社会形成推進基本法と生物多様性
基本法を制定し、環境保全のための総合的な枠組
みを構築した。
環境基本法の目的は、「環境の保全について、
基本理念を定め、並びに国、地方公共団体、事業
者及び国民の責務を明らかにするとともに、環境
の保全に関する施策の基本となる事項を定めるこ
とにより、環境の保全に関する施策を総合的かつ
計画的に推進し、もって現在及び将来の国民の健
康で文化的な生活の確保に寄与するとともに人類
の福祉に貢献すること（第 1 条）」としている。
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地球温暖化など地球規模での環境破壊が進む中
で、日本の環境政策の基幹法となる環境基本法が
1993 年に施行された。環境基本法の施策がどの
ような政策手法を用いていて、それらを実施する
ことで、環境配慮型経済システムの実現可能性を
考える必要がある。
そこで本稿では、はじめに環境分野の基幹法で
ある環境基本法について考察していく。次に環境
基本法における国の施策に基づき政策手法の分類
を試みる。最後に、環境基本法の政策手法を用い
て環境破壊型経済システムから新たな環境配慮型
経済システムへ実現の可能性について考える。
１．環境基本法の構成
地球環境問題は、国際連合が、1992 年にブラ
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環境基本法では、「国や地方公共団体、事業者、
国民の責務を示している。国の責務としては、国
は、前 3 条（環境の恵沢の享受と継承）に定める
環境の保全についての基本理念（以下、基本理念
とする）にのっとり、環境の保全に関する基本的
かつ総合的な施策を策定し、及び実施する（第 6
条）」としている。
地方公共団体についても、「（環境基本法の）基
本理念にのっとり、環境の保全に関し、国の施策
に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区
域の自然的社会的条件に応じた施策を策定し、及
び実施する（第 7 条）」というものである。
事業者の責務は、「その事業活動を行うに当たっ
ては、これに伴って生ずるばい煙、汚水、廃棄物
等の処理その他の公害を防止し、又は自然環境を
適正に保全するために必要な措置を講ずる（第 8
条）」とあるように、事業活動に伴う公害防止、
産業廃棄物の適正処理、自然環境保全の対策を実
施する。この他に、廃棄物の排出者責任を求める
こと（第 8 条 2 項）、廃棄物の適正処理・適性処
分とグリーン調達に努めること（第 8 条 3 項）、
環境対策や環境保全活動に努めるとともに、国や
地方公共団体の施策に協力する責務がある（第 8
条 4 項）。
最後に、国民は、環境の保全上の支障を防止す
るため、その日常生活に伴う環境への負荷の低減
に努め（第 9 条）、環境の保全に自ら努めるとと
もに、国又は地方公共団体が実施する環境の保全
に関する施策に協力する責務を有する（第 9 条 2
項）とある。
このように環境基本法では、各経済主体の責務
を果たしていくことで、環境への負荷を低減し、
健全で安定した自然環境を保全することで、「現
在及び将来の世代の人間が健全で恵み豊かな環境
の恵沢を享受するとともに人類の存続の基盤であ
る環境が将来にわたって維持（第 3 条）」するこ
とで持続可能な社会の実現を目指している。
さらに、環境基本法の第 5 節には、「国が講ず
る環境の保全のための施策等」と、第 7 節の「地
方公共団体の施策」において、国と地方公共団体
が取り組むべき施策が明示している。そこで、次
節では、環境基本法にある国の施策について、ど
のような政策手法を用いているのかを分類してい
くことにする。
２．環境基本法における施策と政策手法の分類
環境基本法では、表 1 に示したように従来型の
公害問題に用いられた規制（第 21 条：規制的手
法）」を用いた施策の他に、国が講ずる環境保全
のためのさまざまな施策（同法第 5 節の第 22 条
から第 31 条までの 10 の施策）を掲げている。そ
こで、これら施策がそのような政策手法を用いて
いるのかを分類していく。
まず、規制（規制的手法）とは、政府が法律に
よって最適な環境基準を定め、その基準を遵守し
なかった各経済主体（企業や個人など）に対し何
らかの制裁や処罰を与える政策手法である。これ
は政策当局が環境問題の原因となっている各経済
主体に対して汚染物の排出量などを直接コント
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１ ． 環 境 基 本 法 の 構 成  
地 球 環 境 問 題 は 、 国 際 連 合 が 、 1 9 9 2 年 に ブ ラ ジ ル の リ
オ ・ デ ・ ジ ャ ネ イ ロ で 「 環 境 と 開 発 に 関 す る 国 際 連 合 会
議 （ 通 称 ： 地 球 サ ミ ッ ト ）」 を 開 催 し 、 持 続 可 能 な 開 発 に
向 け た 新 た な 地 球 規 模 の 枠 組 み と し て 「 環 境 と 開 発 に 関
す る リ オ 宣 言 （ 略 称 ： リ オ 宣 言 ）」 と 、 そ の 宣 言 を 受 け て
地 球 環 境 保 全 の た め の 具 体 的 な 行 動 計 画 と 資 金 協 力 を 定
め た 「 ア ジ ェ ン ダ 2 1 」 な ど が 採 択 さ れ た 。  
図 1  わ が 国 の 主 な 環 境 関 連 の 基 本 法  
 
こ の こ と を 受 け て 図 1 に 示 す よ う に 、 1 9 9 3 年 に 公 害
対 策 基 本 法 （ 1 9 6 7 年 施 行 ） と 自 然 環 境 保 全 法 （ 1 9 7 2 年
制 定 ） の 流 れ を 受 け て 、 環 境 基 本 法 と 新 た な 自 然 環 境 保
全 法 に 改 正 し 、 地 球 環 境 問 題 を 中 心 と す る 基 幹 法 へ 変 更
と な た 。 2 0 0 0 年 代 に 入 る と 、 循 環 型 社 会 形 成 推 進 基 本
法 と 生 物 多 様 性 基 本 法 を 制 定 し 、 環 境 保 全 の た め の 総 合
的 な 枠 組 み を 構 築 し た 。  
環 境 基 本 法 の 目 的 は 、「 環 境 の 保 全 に つ い て 、 基 本 理
念 を 定 め 、 並 び に 国 、 地 方 公 共 団 体 、 事 業 者 及 び 国 民
責 務 を 明 ら か に す る と と も に 、 環 境 の 保 全 に 関 す る 施 策
の 基 本 と な る 事 項 め る こ と に よ り 、 環 境 の 保 全 に 関
す 施 策 を 総 合 的 か つ 計 画 的 に 推 進 し 、 も っ て 現 在 及 び
将 来 の 国 民 の 健 康 で 文 化 的 な 生 活 の 確 保 に 寄 与 す る と と
も に 人 類 の 福 祉 に 貢 献 す る こ と （ 第 1 条 ）」 と し て い る 。  
 環 境 基 本 法 で は 、「 国 や 地 方 公 共 団 体 、 事 業 者 、 国 民 の
責 務 を 示 し て い る 。 国 の 責 務 と し て は 、 国 は 、 前 3 条 （ 環
境 の 恵 沢 の 享 受 と 継 承 ） に 定 め る 環 境 の 保 全 に つ い て の
基 本 理 念 （ 以 下 、 基 本 理 念 と す る ） に の っ と り 、 環 境 の
保 全 に 関 す る 基 本 的 か つ 総 合 的 な 施 策 を 策 定 し 、 及 び 実
施 す る （ 第 6 条 ）」 と し て い る 。  
 地 方 公 共 団 体 に つ い て も 、「（ 環 境 基 本 法 の ） 基 本 理 念
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ロールし、迅速かつ確実に環境汚染防止などの効
果を重視する手法である。
環境基本法における規制的手法を用いる施策
は、「環境の保全上の支障を防止するための規制」
とあり、「国は、環境の保全上の支障を防止する
ため、次に掲げる規制の措置を講じなければなら
ない（第 21 条）」としている。これは、公害対策
基本法を引き継ぐもので、典型 7 公害を対象とし
た事業者に対する規制を講ずることを規定してい
る（第 21 条 1 項）。
その他に、土地利用に関する公害防止規制（第
21 条 2 項）、自然環境保全に関する規制（第 21
条 3 項）、野生生物保護、地形・地質・温泉源な
どの自然物の保護に関する規制（第 21 条 4 項）、
公害及び自然環境の保全上の支障が共に生ずるか
又は生ずるおそれがある場合にこれらを共に防止
するための規制（第 21 条 5 項）が規定されている。
これらの規制は、人の健康や生活環境に係る環境
破壊を防止するために必要な規制を講じることに
なっている。
さらに、「国は、環境の状況を把握し、及び環
境の保全に関する施策を適正に実施するために必
要な監視、巡視、観測、測定、試験及び検査の体
制の整備に努めるものとする（第 29 条）」とあり、
規制のための「監視等の体制の整備」することも
重要である。
次に、「環境の保全上の支障を防止するための
経済的措置」として経済的手法がある。この政策
手法は、市場メカニズムを通じて経済的なインセ
ンティブを提供することにより、各経済主体を環
境配慮型の行動に誘導する政策手法である。
環境基本法では、「国は、負荷活動を行う者に
対し適正かつ公平な経済的な負担を課すことによ
りその者が自らその負荷活動に係る環境への負荷
の低減に努めることとなるように誘導することを
目的とする施策が、環境の保全上の支障を防止す
るための有効性を期待され、国際的にも推奨され
ていることにかんがみ、その施策に関し、これに
係る措置を講じた場合における環境の保全上の支
障の防止に係る効果、我が国の経済に与える影響
等を適切に調査し及び研究するとともに、その措
置を講ずる必要がある場合には、その措置に係る
施策を活用して環境の保全上の支障を防止するこ
とについて国民の理解と協力を得るように努める
ものとする。この場合において、その措置が地球
環境保全のための施策に係るものであるときは、
その効果が適切に確保されるようにするため、国
際的な連携に配慮するものとする（第 22 条 2 項）」
というのもで、国内の施策としては、環境税、国
際的な施策には、国際排出権取引などがある。
事業的手法とは、「予算を用いて、環境の保全
に関する一定の財やサービスを提供する事業者が
行い、あるいは一定の財やサービスを購入する 1」
政策手法である。
環境基本法の施策には、「環境の保全に関する
施設の整備その他の事業の推進」における「環境
4 
 
済 主 体 （ 企 業 や 個 人 な ど ） に 対 し 何 ら か の 制 裁 や 処 罰 を
与 え る 政 策 手 法 で あ る 。 こ れ は 政 策 当 局 が 環 境 問 題 の 原
因 と な っ て い る 各 経 済 主 体 に 対 し て 汚 染 物 の 排 出 量 な ど
を 直 接 コ ン ト ロ ー ル し 、 迅 速 か つ 確 実 に 環 境 汚 染 防 止 な
ど の 効 果 を 重 視 す る 手 法 と な る 。  
表 1 環 境 基 本 法 の 政 策 手 法 と 国 が 講 ず る 施 策  
 
（ 出 展 ） 倉 坂 秀 史 ［ 2 0 0 4 ］， p p . 1 9 5 - 2 4 1 を も と に 作 成 ．  
環 境 基 本 法 に お け る 規 制 的 手 法 を 用 い る 施 策 は 、「 環
境 の 保 全 上 の 支 障 を 防 止 す る た め の 規 制 」と あ り 、「 国 は 、
環 境 の 保 全 上 の 支 障 を 防 止 す る た め 、 次 に 掲 げ る 規 制 の
措 置 を 講 じ な け れ ば な ら な い （ 第 2 1 条 ）」 と し て い る 。
こ れ は 、 公 害 対 策 基 本 法 を 引 き 継 ぐ も の で 、 典 型 7 公 害
を 対 象 と し た 事 業 者 に 対 す る 規 制 を 講 ず る こ と を 規 定 し
て い る （ 第 2 1 条 1 項 ）。  
そ の 他 に 、 土 地 利 用 に 関 す る 公 害 防 止 規 制 （ 第 2 1 条 2
項 ）、 自 然 環 境 保 全 に 関 す る 規 制 （ 第 2 1 条 3 項 ）、 野 生
生 物 保 護 、 地 形 ・ 地 質 ・ 温 泉 源 な ど の 自 然 物 の 保 護 に 関
す る 規 制 （ 第 2 1 条 4 項 ）、 公 害 及 び 自 然 環 境 の 保 全 上 の
支 障 が 共 に 生 ず る か 又 は 生 ず る お そ れ が あ る 場 合 に こ れ
ら を 共 に 防 止 す る た め の 規 制 （ 第 2 1 条 5 項 ） が 規 定 さ
れ て い る 。 こ れ ら の 規 制 は 、 人 の 健 康 や 生 活 環 境 に 係 る
環 境 破 壊 を 防 止 す る た め に 必 要 な 規 制 を 講 じ る こ と に な
っ て い る 。  
さ ら に 、「 国 は 、 環 境 の 状 況 を 把 握 し 、 及 び 環 境 の 保
全 に 関 す る 施 策 を 適 正 に 実 施 す る た め に 必 要 な 監 視 、 巡
視 、 観 測 、 測 定 、 試 験 及 び 検 査 の 体 制 の 整 備 に 努 め る も
の と す る （ 第 2 9 条 ）」 と あ り 、 規 制 の た め の 「 監 視 等 の
体 制 の 整 備 」 す る こ と も 重 要 で あ る 。  
 次 に 、「 環 境 の 保 全 上 の 支 障 を 防 止 す る た め の 経 済 的 措
置 」 と し て 経 済 的 手 法 で あ る 。 こ の 政 策 手 法 は 、 市 場 メ
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の保全上の支障を防止するための公共的施設の整
備など（第 23 条）」や「環境の保全上の支障の防
止に資する公共的施設の整備など（第23条1項）」、
「自然環境の適正な整備及び健全な利用のための
事業（第 23 条 3 項）」、「公共的施設の適切な利用
を促進するための措置（と）これらの施設に係る
環境の保全上の効果が増進されるために必要な措
置（第 23 条 4 項）」がある。
また、「国は、再生資源その他の環境への負荷
の低減に資する原材料、製品、役務等の利用が促
進されるように、必要な措置を講ずるものとする
（第 24 条 2 項：環境への負荷の低減に資する製品
等の利用の促進）」とあり、グリーン購入を進め
ている 2。
次に、「調査の実施」については、「国は、環境
の状況の把握、環境の変化の予測又は環境の変化
による影響の予測に関する調査その他の環境を保
全するための施策の策定に必要な調査を実施する
（第 28 条）」ことになっている。
さらに、「科学技術の振興」では、「国は、環境
の変化の機構の解明、環境への負荷の低減並びに
環境が経済から受ける影響及び経済に与える恵沢
を総合的に評価するための方法の開発に関する科
学技術その他の環境の保全に関する科学技術の振
興を図るものとする（第 30 条）」経済学的アプロー
チと、「国は、環境の保全に関する科学技術の振
興を図るため、試験研究の体制の整備、研究開発
の推進及びその成果の普及、研究者の養成その他
の必要な措置を講ずるものとする（第 30 条 2 項）」
科学技術的アプローチを示している。
「環境への負荷の低減に資する製品等の利用の
促進（第 24 条）」と「環境の保全に関する教育、
学習等（第 25 条）」は、支援的手法に該当する。
この手法は、「ターゲットが、問題の所在に気づき、
何をすべきかを知り、一定の作為（あるいは不作
為）を自発的に選択するよう、教育、学習機会の
提供、指導者や活動団体の育成、場所・機材・情
報・資金の提供などにより支援する手法 3」のこ
とである。
主な施策には、「環境への負荷の低減について
適正に配慮することができるように技術的支援等
を行うため、必要な措置（第 24 条）」とあるよう
に民間への技術支援や「国は、環境の保全に関す
る教育及び学習の振興並びに環境の保全に関する
広報活動の充実により事業者及び国民が環境の保
全についての理解を深めるとともにこれらの者の
環境の保全に関する活動を行う意欲が増進される
ようにするため、必要な措置（第 25 条）」として
環境教育がある。
「民間団体等の自発的な活動を促進するための
措置」については、奨励的手法である。この手法
は、政策主体が、各経済主体に対して、環境保全
に資する活動への自主的な取り組みが実施できる
環境（枠組みの設定、情報や場所の提供など）を
整備することで、その取り組みを政策当局が奨励
する手法である。主な施策としては、クールビズ・
ウォームビズがある 4。
環境基本法には、「国は、事業者、国民又はこ
れらの者の組織する民間の団体（民間団体）が自
発的に行う緑化活動、再生資源に係る回収活動そ
の他の環境の保全に関する活動が促進されるよう
に、必要な措置を講ずる（第 26 条）」とある。
「情報の提供」は、情報的手法に該当する。こ
の手法は、「事業活動や製品・サービスに関して、
環境負荷等に関する情報を開示、提供することに
より、市場経済の中に事業活動や消費活動におけ
る環境配慮行動を促進していこうとするもの 5」
である。
国の施策については、「国は、第 25 条環境の保
全に関する教育及び学習の振興並びに前条（第
26 条）の民間団体等が自発的に行う環境の保全
に関する活動の促進に資するため、個人及び法人
の権利利益の保護に配慮しつつ環境の状況その他
の環境の保全に関する必要な情報を適切に提供す
る（第 27 条）」ことで各経済主体に環境配慮型の
行動を促していく。
最後に、「公害に係る紛争の処理及び被害の救
済」は、調整的手法となる。これは、「環境保全
に関して発生した問題について調整する 6」政策
手法であり、公害に係る紛争処理に関しては、
1970 年制定の公害紛争処理法があり、被害の救
済については、1973 年制定の公害健康被害補償
法がある。
環境基本法においても、「国は、公害に係る紛
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争に関するあっせん、調停その他の措置を効果的
に実施し、その他公害に係る紛争の円滑な処理を
図るため、必要な措置を講じなければならない（第
31 条）」という紛争処理と、「国は、公害に係る
被害の救済のための措置の円滑な実施を図るた
め、必要な措置を講じなければならない（第 31
条 2 項）」という被害救済がある。
地方公共団体の施策については、、国の施策の
内容（表 1 参照）と併せて、地域の環境特性に応
じた施策を進めていくことになっている（第 36
条）。
これらの政策手法は、さまざまな地球環境問題
状況に応じて複数の政策手法を最適に組み合わせ
ていく必要がある。すなわち、ポリシーミックス
である。ポリシーミックスでは、これらの政策手
法を組み合わせが的確に行なわれる場合には、
個々の政策手法特有の欠陥を相互に補完しあうこ
とになるため、高い政策効果が期待できる。
３．環境破壊型から環境配慮型経済システム
へ向けて
地球環境問題は、人間の経済活動が環境への負
荷を与えることによって地球規模で自然環境の破
壊が発生する問題である。環境基本法によると、
環境への負荷とは、「人の活動により環境に加え
られる影響であって、環境の保全上の支障の原因
となるおそれのあるもの（第 2 条１項）」である。
この環境への負荷は、産業革命以降になると大
きくなったと考えられる。図 2 の①に示すように
産業革命以前の社会は、人間の経済活動の規模（水
準）は小さく、その活動範囲も限られていたため、
人間の環境破壊力は限定的であった。
さらに、自然環境そのものに復元能力があり、
人間の環境破壊力によって環境へ負荷を与えられ
ても自然環境は回復することが可能であったた
め、地球規模の環境破壊までには至らなかった。
しかし、産業革命によって次の 3 つの点が大き
く変化したことにより、人間の環境破壊力が大き
くなった。その環境破壊力を大きくした 3 つの変
化とは、①産業の重点が農業から鉱工業へシフト
したこと、②蒸気機関の発明によって化石燃料が
使用されるようになり、エネルギー源のシフトし
たこと、③造船技術の向上によって国際貿易が拡
大したことである。これにより、人間の経済活動
の規模と範囲は飛躍的に拡大し、図 2 の②に示す
ように、人間の環境破壊力が環境の復元能力を大
きく上回ることになった。その結果、自然環境が
回復困難になるまで破壊され、地球規模での環境
問題が表面化することとなった。
現在の経済システムは、自然環境からの多種多
様な資源を大量に利用して、不要物を地球環境に
大量に排出することで経済成長につなげる仕組み
となっている。すなわち、不要物を自然環境に大
量に捨て続けることで効率的な経済システムを構
築した。
こうした資源採取から排出物・汚染物の排出ま
での一連の流れは、人々の生活を豊かにした一方
で、このまま産業革命以降に形成された環境破壊
型経済システムを続けていくと、地球環境問題は
深刻化することになる８。
環境破壊型経済システムから環境配慮型経済シ
ステムへ転換を図るためには、不要物（汚染物質
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など）を自然環境へ排出すればするほど費用が掛
かる仕組みを構築する必要がある。言い換えれば、
不要物を自然環境へ排出しないことを選択する方
が効率的な経済システムにしていくことである。
そのために必要な政策手法を環境基本法の中から
考えてみよう（表 1 参照）。
環境へ不要物を排出することにより費用を排出
者に負担させることと同じ効果の政策手法には、
規制的手法と経済的手法がある。例えば、規制的
手法は、排出規制を設けることで、不要物の排出
者が規制水準を達成するために対策を講じるた
め、その費用が発生する。経済的手法は、環境税
のように不要物の排出に対して税を掛けること
で、不要物の排出者は、税負担が環境対策費用の
負担と同様の効果が期待できる。
さらに、自然環境への不要物を排出削減の政策
では、不要物そのものを減らす環境技術を開発し、
普及させるための費用負担回避のための政策手法
や、各経済主体が環境意識を向上させる手法も併
せて実施することで政策効果を高める必要があ
る。
環境技術の開発普及のためには、経済的手法の
減税や補助金政策、事業的手法の科学技術の振興
などがあり、開発・普及のための費用負担を減ら
す効果のものや、支援的手法の環境教育、奨励的
手法のような政策当局による各経済主体の自主的
な取り組みへの奨励、情報的手法の各経済主体へ
の環境情報提供など各経済主体に対して環境意識
を向上させるものがある。これらの政策手法も併
せえて実施していくことで不要物の排出を回避す
ることが効率的になり、環境改善の効果が期待で
きる。
以上のことから環境基本法に掲げられている政
策手法を総合的に用いることで、規制や経済的手
法による経済システムの変革を可能にし、環境技
術の開発と普及のための政策手法には、減税・補
助金政策、技術支援策を用いる。さらに、支援・
奨励・情報的手法を用いることで、これまでの不
要物を排出し続けるシステムが効率的な経済から
自然環境に不要物の排出しないことが効率的にな
り、環境配慮型経済システムへの転換が図られる。
おわりに
環境基本法は、公害問題の収束へ向かう一法で、
公害対策と自然環境保全を中心とした公害対策基
本法の流れを受け受けつつ、深刻化していく地球
規模の環境問題に対応するために 1993 年に制定
した。
環境基本法では、従来型の公害問題に用いられ
た規制の他に、国が講ずる環境の保全のためのさ
まざまな施策が掲げられている。そこで、その施
策を政策手法で分類してみると、規制的手法の他
に 6 つの手法を用いていた。そこで、これら 7 つ
の政策手法を活用して環境破壊型経済システムか
ら脱却し、環境配慮型経済システムへの転換が図
れるか考察した結果、これらの政策手法を総合的
に用いることで、規制や経済的手法による経済シ
ステムの変革を可能にし、環境技術の普及策とし
て、減税・補助金・技術支援策により、環境技術
の開発が進み、支援・奨励・情報的手法を用いる
ことで環境技術が普及することが可能であり、自
然環境に不要物の排出を回避することが効率的に
なり、環境配慮型経済システムへの転換が図られ
る可能性があるという結論に至った。
注
１倉坂秀史［2004］，p.236．
２グリーン購入については、2000 年に「国等による環境物
品等の調達の促進等に関する法律（グリーン購入法）」
が制定され、国が作成したグリーン購入方針に基づき環
境配慮型製品などを優先的に購入することが定められて
いる。
３倉坂秀史［2004］，p.232．
４クールビズとは、夏の冷房時の室温 28℃でも快適に過ご
すことのできるライフスタイルを、ウォームビズは、冬
の暖房時の室温 20℃設定で心地良く過ごすことのでき
るライフスタイルを奨励する地球温暖化対策の一つとし
て取り組んでいる。
５環境省［2003］，「平成 15 年版環境白書」環境省 HP，
2016 年 9 月 27 日アクセス，（https://www.env.go.jp/
policy/hakusyo/honbun.php3?kid=218&bflg=1&seri
al=13641）．
６倉坂秀史［2004］，p.239．
７環境の復元能力には、資源再生能力と汚染浄化能力があ
る。
８地球環境問題には、先進国と途上国の南北問題と、現代
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世代と将来世代の世代間の問題がある。
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